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要
旨

本
法
律
案
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
以
降
に
お
い
て
発
生
が
確
認
さ
れ
た
口
蹄
疫
に
起
因
し
て
生
じ
た
事
態
に
対
処
す
る
た

て
い

め
の
手
当
金
等
の
交
付
を
受
け
た
個
人
及
び
法
人
に
つ
い
て
、
所
得
税
の
免
税
措
置
等
の
所
得
税
及
び
法
人
税
の
特
例
を
設
け

る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
所
得
税
及
び
法
人
税
の
特
例

１

個
人
が
交
付
を
受
け
た
家
畜
伝
染
病
予
防
法
第
五
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
手
当
金
、
口
蹄
疫
対
策
特
別
措
置
法
第
六
条

第
九
項
の
規
定
に
よ
る
補
て
ん
金
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
補
助
金
又
は
給
付
金
（
以
下
「
手

当
金
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
当
該
手
当
金
等
の
交
付
を
受
け
た
日
の
属
す
る
年
分
の
当
該
交
付
に
よ
り
生
じ
た

所
得
に
対
す
る
所
得
税
を
免
除
す
る
。

２

法
人
が
交
付
を
受
け
た
手
当
金
等
に
つ
い
て
は
、
当
該
手
当
金
等
に
係
る
利
益
の
額
に
相
当
す
る
金
額
は
、
当
該
交
付
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を
受
け
た
日
を
含
む
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計
算
上
、
損
金
の
額
に
算
入
す
る
。

二
、
施
行
期
日
等

１

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

そ
の
他
所
要
の
規
定
を
整
備
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
よ
る
減
収
見
込
額
は
、
約
十
三
億
円
で
あ
る
。


